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日医発第184号(地Ⅲ６４)

　 平成１５年 ５月２９日 

　都道府県医師会長　殿

 日本医師会長　        

坪  井  栄  孝　　

精神障害者退院促進支援事業の実施について

　時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて今般、別添のとおり、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長より、都道府県知

事・指定都市市長に対して、精神障害者退院促進支援事業の実施についての通知が出され、

本会にも周知、協力方依頼がありました。

　本事業は、精神科病院に入院している精神障害者のうち、症状が安定しており、受入条

件が整えば退院可能である者に対し、活動の場を与え、退院のための訓練を行うことによ

り、精神障害者の社会的自立を促進することを目的としているものであり、実施主体は、

都道府県及び指定都市であります。知事等は、精神障害者退院促進支援事業運営委員会を

設置することになっており、運営委員会は地域の医師会等の責任者で構成されることにご

留意いただきたいと存じます。

　また、本事業の委託を受けた精神障害者地域生活支援センターには、主治医等で構成さ

れる自立促進支援協議会が設置されることになっております。

　つきましては、貴職におかれましても本件についてご了知いただき、貴会管下郡市区医

師会及び関係医療機関への周知、協力方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。



障精発第0512001号

平成１５年５月１２日

社団法人日本医師会長 殿

厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部精神保健福祉課長

精神障害者退院促進支援事業の実施について（依頼）

精神障害者退院促進支援事業の実施については、各都道府県知事・指定都市市長あて別

添（写）のとおり通知したのでお知らせします。

また、本通知の趣旨を御理解頂き、貴会員に対し周知して頂くとともに御協力方よろし

くお取り計らい下さるようお願い致します。



障第 号0 5 0 7 0 0 1

平成１５年５月７日

都道府県知事
各 殿
指定都市市長

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

精神障害者退院促進支援事業の実施について

精神障害者の保健福祉施策については、かねてより特段の御配慮をいただいているとこ

ろであるが、今般、精神障害者の社会的自立を促進することを目的として別紙のとおり、

「精神障害者退院促進支援事業実施要綱」を定め、平成１５年４月１日から適用すること

としたので通知する。



別紙

精神障害者退院促進支援事業実施要綱

１ 目的

本事業は、精神科病院に入院している精神障害者のうち、症状が安定しており、受入

条件が整えば退院可能である者に対し、活動の場を与え、退院のための訓練（以下「退

院訓練」という ）を行うことにより、精神障害者の社会的自立を促進することを目的。

とする。

２ 定義

（１）対象者

「 」 、 、 、対象者 は 精神科病院に入院している精神障害者のうち 症状が安定しており

受入条件が整えば退院可能である者をいう。

（２）協力施設等

「協力施設等」は、精神障害者に対する理解が深く、退院を目指す精神障害者に活

動の場を提供し、退院訓練を行うことを通じてその社会的自立を促進することに協力

、 、 。する精神障害者社会復帰施設 精神障害者地域生活援助事業所 小規模作業所をいう

（３）自立支援員

「自立支援員」は、精神障害者の福祉に理解を有する者であって、精神保健福祉士

又はこれと同等程度の知識を有する者をいう。

３ 実施主体

（１）本事業の実施主体は、都道府県及び指定都市（以下「都道府県等」という ）とす。

る。

（２）実施主体は、本事業の一部を、希望する精神障害者地域生活支援センターの運営主

体に委託をして実施するものとする。

４ 自立支援員の委嘱

都道府県知事及び指定都市市長（以下「知事等」という ）は、対象者の退院訓練を。

支援するため、自立支援員の委嘱を行うものとする。

５ 運営委員会の設置等

（１）知事等は、以下に掲げる業務を行うため、精神障害者退院促進支援事業運営委員会

（以下「運営委員会」という ）を設置するものとする。。

① 対象者数（利用見込者数 、協力施設等の数等に係る数値目標の設定）

② ６に規定する自立促進支援協議会からの報告の受領及び自立促進支援協議会への

助言

③ 実績報告を受けての事業効果の評価

④ その他本事業の実施にあたって必要な事項の協議



（２）運営委員会は、以下に掲げる機関の責任者で構成する。会の長は都道府県等本庁の

精神保健福祉部局の責任者とする。

① 都道府県等本庁、精神保健福祉センター及び保健所の精神保健福祉部局

② 市町村の精神保健福祉、生活保護及び公営住宅の各部局

③ 精神科病院

④ 精神障害者社会復帰施設

⑤ 精神障害者居宅生活支援事業における運営主体

⑥ 小規模作業所

⑦ 地域の医師会

⑧ 地域の精神科病院協会

⑨ 地域の家族会

⑩ 地域の当事者団体

⑪ その他知事等が適当と認める者

（３）運営委員会は年２回以上開催するものとする。

（４）本事業を複数の地域生活支援センターで行う場合であっても、運営委員会は都道府

県・指定都市ごとに１か所とする。

６ 自立促進支援協議会の設置等

（１）本事業の委託を受けた精神障害者地域生活支援センター（以下単に「地域生活支援

センター」という ）は、支援の進捗状況の把握、具体的な支援の方法等について協。

議し、円滑な支援をより迅速に実施していくため、自立促進支援協議会（以下「協議

会」という ）を設置し、当該協議会の事務を担当するものとする。。

（２）協議会は、対象者の退院訓練及び対象者への支援に直接関わる者（協議会を設置す

る地域生活支援センター・市町村・保健所・精神保健福祉センターの職員、主治医、

協力施設の担当者及び自立支援員等）で構成するものとし、会の長は互選とする。な

お、協議の対象者によって構成員を変更できるものとする。

（３）協議会の業務は以下のとおりとする。

① 対象者の決定

② 対象者の自立支援計画の決定（退院訓練中及び退院後の生活のためのケアマネジ

メントを実施するものとする）

③ 対象者ごとの協力施設等の決定

④ 事業の進捗状況の把握、事業効果の評価並びに自立支援計画の見直し

⑤ 地域における社会資源の把握

⑥ その他本事業の実施にあたって必要な事項の協議



（４）協議会は、原則として月１回以上開催するものとする。なお、自立支援計画を策定

する場合その他の必要と認められる場合においては、当該対象者の同意を得て当該対

象者の意見を聞くことができる。

７ 手続等

（１）利用の手続等

① 当該精神科病院の管理者は、対象者の承諾を得て、主治医の意見書を添付の上、

申込書を協議会に提出するものとする。

② 協議会は、対象者の適否を協議の上、その協議の結果を当該精神科病院の管理者

及び申込者に通知するものとする。

（２）協力施設等への依頼等

① 協議会は、本事業の実施につき、地域の精神障害者社会復帰施設等協力施設等と

して相応しい者に対象者の受入れを文書にて依頼するものとする。

② 協議会は、①について、その可否を文書にて受け取るものとする。

８ 退院訓練の実施

（１）対象者は、自立支援計画に基づいて、協力施設等における訓練（精神障害者通所授

産施設における授産活動、精神障害者地域生活援助事業（グループホーム）における

体験入居、小規模作業所における作業等 、日常生活を営むのに必要な活動等の退院）

訓練を行う。

（２）自立支援員は、当該対象者が退院訓練を実施するにあたり、必要に応じて次に掲げ

る業務を行うものとする。

① 開始時における対象者への訓練内容の説明及び対象者との信頼関係の構築

② 当該対象者が入院している病院から当該協力施設等までの同行支援

③ 当該対象者の訓練中の状況確認及び必要な支援

④ 協議会の構成員に対しての支援方法の協議並びに支援に必要な情報の収集

⑤ その他当該対象者が安定的に訓練するために必要な支援

（ ） 、 。３ 退院訓練の期間は原則として６か月以内とし 必要に応じて更新することができる

ただし、対象者の症状の悪化の場合にあっては主治医が、その他の場合にあっては協

議会が、本事業の継続が困難になったと判断したときは、退院訓練を中止し、この旨

を当該精神科病院の管理者及び当該対象者へ通知するものとする。なお、中止は再開

を妨げるものではない。

また、地域生活への移行にあたって引き続き自立支援員による支援が必要と協議会

が認める場合には、退院後１か月間に限り、支援を継続することができる。

（４）協議会は、協力施設等へ退院訓練の経過等の報告を求めるものとする。

９ 退院訓練終了時の取扱い

（１）退院訓練は、当該対象者が退院若しくは訓練を中止することにより終了するものと



する。

（２）協議会は、関係機関と連携を密にし、当該対象者が円滑に地域生活を継続できるよ

う支援に努めるものとする。

（３）協議会は、退院訓練を中止した場合にはその要因分析を行うものとする。

（４）自立支援員は、退院訓練終了後、協議会に対し、当該対象者に係る退院訓練につい

ての報告書を提出するものとする。

（５）協議会は、毎年度末までに運営委員会に事業実績報告を提出するものとする。

（６）運営委員会は、毎年度末に知事等に事業実績報告を提出するものとする。

費用の補助10

国は、都道府県等に対し、本事業に要する費用について、別に定める「精神保健費等

国庫負担（補助）金交付要綱」により補助するものとする。

その他11

（１）協議会の構成員は、その業務を行うにあたっては、対象者の人格を尊重してこれを

行うとともに、対象者の身上及び家庭に関して知り得た秘密を守らなければならない

ものとする。

（２）都道府県等は、本事業の実施について、地域住民及び関係機関に対して周知を図る

とともに、精神疾患及び精神障害者に対する正しい理解の促進を図るものとする。

（３）地域生活支援センターは、本事業に係る経理と他の事業に係る経理とを明確に区分

することとする。

（ ） 、 、４ 協議会は 保健所が実施する地域精神保健福祉連絡協議会の場を活用する等により

精神保健福祉センター、保健所、市町村、福祉事務所、精神障害者社会復帰施設、精

神障害者居宅生活支援事業の事業所、医療機関等関係機関と連携して本事業を実施す

るものとする。

（５）自立支援員は、支援にあたって、定期的に主治医に状況を報告し、指示があった場

合にはそれに従うものとする。

（６）都道府県等は、本事業に係る実績報告書を、別に定める様式により翌年度の４月

３０日までに提出すること。



精神障害者退院促進支援事業 サービス利用の主な流れ

・主治医、病院ＰＳＷ等は事業の候補者を選定する

・事業の趣旨、内容を本人に説明し、本人の希望を把握
・当該精神科病院の管理者は、対象者の承諾を得て、主治医の意見書

を添付の上、申込書を自立促進支援協議会（以下協議会）に提出す

る

① 利用申し込み

② 対象者の選定

③ 自立支援計画の策定

④ 協力施設等における訓練

⑤ 訓練終了

１）退院の場合

２）訓練中止の場合

・協議会は申請に基づき対象者の適否を協議する

・協議会は協議の結果を当該精神病院の管理者及び申請者に通知する

・協議会は担当する自立支援員を決定し、対象者の自立支援計画を
策定し、協力施設への依頼等を行う

・自立支援計画に基づき、協力施設等における訓練（※）又は日常生活

を営むのに必要な活動の訓練を実施する

・自立支援員は必要に応じて以下の支援を行う

１）開始時における対象者への訓練内容の説明及び対象者との信頼関係の構築

２）当該対象者が入院している病院から当該協力施設等までの同行支援

３）当該対象者の訓練中の状況確認及び必要な支援
４）協議会の構成員に対しての支援方法の協議並びに支援に必要な情報の収集

５）その他当該対象者が安定的に訓練するために必要な支援

・訓練期間は原則として６ヶ月以内とし、必要に応じて更新する

・対象者の症状の悪化の場合にあっては主治医が、その他の場合にあ

っては協議会が本事業の継続が困難になったと判断した場合は訓練

を中止する

（※）「協力施設等における訓練」とは

精神障害者通所授産施設における授産活動、精神障害者福祉工場における就労、

小規模作業所における作業、グループホームにおける体験入居 等

・協力施設等における訓練は対象者の退院又は訓練中止により終了す

るものとする

・協議会は毎年度末までに運営委員会に事業実施報告を提出する

・運営委員会は、毎年度末に知事等に事業実績報告を提出する

・自立支援員は訓練に関する報告書を協議会に提出する

・引き続き支援が必要な場合は、退院後１ヶ月に限り支援を継続する

ことができる

・自立支援員は訓練に関する報告書を協議会に提出する

・協議会は訓練中止に至った要因を分析する

（参考）
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